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 対日投資有識者会議の開催について 
 
 

平成 20 年 1 月 
内 閣 府 

 
 
1. 目的 
 

対日直接投資は我が国経済の成長においてグローバル化の重要な柱であ

るが、国際的には未だ低い水準にとどまっている。このため、対日投資有識

者会議を開催し、対日直接投資が増えない要因及びその構造的背景も含

め、対日直接投資促進のための具体的検討を行う。 
 
 

2. 会議の性格と運営 
 

経済財政政策担当大臣の下に開催。経済財政諮問会議グローバル化改革

専門調査会とも連携して運営する。 
 
 
3. 構成員 
 

別紙の投資及び国際経済等に関する有識者により構成する。 
 
 

4. 今後の予定 
 

1 月から集中的検討を開始し、春頃にとりまとめる。 
とりまとめた内容は骨太の方針に反映する。 
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